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　実質公債費比率は、借入金利の低下の影響により改善傾向となっており、類似団体と比較しても低い水準となっている。
　将来負担比率は、地方債に係る交付税措置率の低下傾向の影響等により、１．５ポイント上昇した。
　今後、予算の収支不足を補うための行政改革推進債等を活用した場合、将来負担は増加していくおそれもあるため、事業の効率化・重点化によりこれらの県債発行を抑制するなど行財政改革の推進により
健全化を図っていく。
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54.5有形固定資産減価償却率 53.3
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グループ内平均値
将来負担比率

有形固定資産減価償却率

193.9

　グループ内平均は、将来負担比率は減少傾向、有形固定資産減価償却率は上昇傾向にあるが、本県は将来負担比率及び有形固定資産減価償却率ともに上昇傾向にある。
　将来負担比率の上昇は、地方債に係る交付税措置率の低下傾向の影響等によるもの。
　有形固定資産減価償却率については、減価償却類型額の増加により、各施設で上昇している。
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（12）都道府県公会計指標分析／財政指標組合せ分析表 和歌山県平成30年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

964,598

958,055

4,724.65

539,894,729

527,013,741

3,450,513

296,271,096

1,028,569,436

人(H31.1.1現在)

人(H31.1.1現在)
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グ ル ー プ

( 年 度 毎 )

H26  Ｄ H27  Ｄ H28  Ｄ

H29  Ｄ H30  Ｄ

当 該 団 体 値

グループ内平均値

グループ内の

最大値及び最小値

※ グループとは、道府県を財政力指数の高低によって5つに分類したものである。

Ａグループ 1.000以上、Ｂグループ 0.500以上1.000未満、Ｃグループ 0.400以上0.500未満、Ｄグループ 0.300以上0.400未満、Ｅグループ 0.300未満

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ グループ内順位及び都道府県平均は、平成30年度決算の状況である。また同一グループの団体が存在しない場合、グループ内順位を表示しない。
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有形固定資産減価償却率 [ 55.6％ ]

グループ内順位
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都道府県平均
58.1

有形固定資産減価償却率の分析欄

平成３０年度は前年度に比べ１．１ポイント増加となったが、都道府

県平均及びグループ内平均いずれも下回っている。

減価償却累計額の増加により、各施設で上昇している。
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1,143.3

債務償還比率の分析欄

平成３０年度は、社会保障関係費の増加や退職手当債発行額減少

に伴う経常経費充当一般財源の増加等により、前年度に比べ３２．

１ポイント増加となり、都道府県平均及びグループ内平均いずれも

上回っている。
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